
カバーエリア及び調整対象区域の算出について

富士通株式会社

新世代モバイル通信委員会
ローカル５G検討作業班

第13回会合

2020年3月30日

資料13-5



Copyright 2020 FUJITSU LIMITED

カバーエリア及び調整対象区域の算出について
【背景】

⚫ ローカル5G導入に向けて策定された電波法関係審査基準(平成13年総務省訓令第67号)の改正案[2019.10.8公表]により、「ローカル

5Gの無線局」(別紙2, 第2, 4, (16))に加え、「ローカル5G無線局用」の「アンカー」として2.5GHz帯を利用する「自営等広帯域移動無線

アクセスシステムの無線局(以後、「自営等BWA」 )」 (別紙2, 第2, 4, (17))に係る改正が行われた。

⚫ 「自営等BWA 」の無線局申請に係る「カバーエリア」と「調整対象区域」算出法については、同じく2.5GHz帯を利用する「地域広帯域移動

無線アクセスシステムの無線局(以後、「地域BWA 」)」 (別紙2, 第2, 1, (19))と同じ算出法が適用された。

なお、「地域BWA 」の「カバーエリア」と「調整対象区域」算出においては、基地局アンテナ高を30m以上とし、また、基地局アンテナを屋内設

置した場合の建物進入損についての考慮はされておらず、同様の算出法が「自営等BWA」にも適用されている。

【見直し案】

⚫ 「自営等BWA」を「ローカル5G無線局用」の「アンカー」として設置する場合においては、「敷地内」、「建物内」などで基地局アンテナ高が30m

より低く設置される場合が想定されることから、実際の設置条件により即した算出法とするために「自営等BWA」の「カバーエリア」と「調整対象

区域」算出法について、以下の2点について見直しをすることが有用と考えられる。

(1) 基地局アンテナ高が30m未満の場合も考慮

・「自営等BWA」の拡張秦式による算出において、基地局アンテナ高が30m未満にもアンテナ高補正項を適用することが適当と考えられる。

(2) 基地局アンテナが屋内に設置された場合の建物進入損による伝搬損効果の算入

・「自営等BWA」が「ローカル5G無線局」の「アンカー」として設置される場合を勘案し、専ら同一構内をカバーエリアとする場合には、ITU-R 

P.2109で勧告されている建物進入損モデルに周波数=2.5GHz, Traditional building, p=50%を適用して導出した値(15.3dB)を

適用することが適当と考えられる。(なお、 「ローカル5G無線局」(28GHz帯)の基地局アンテナが屋内設置された場合に算入される建物進入

損も、同一モデルに周波数=28GHzの同一条件を適用して算出された値と合致している。)
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カバーエリア及び調整対象区域の算出について

無線局種別 地域BWA 自営等BWA ローカル5G

周波数帯 2.5GHz帯 28GHz帯

算出方法 拡張秦式を基礎として算出 ITU-R P.1411を基礎として算出

環境条件
① 市街地(都市の中心部)
② 郊外地
③ 開放地

① 市街地(都市の中心部)
② 郊外地
③ 開放地

① 屋外で見通し外
② 見通せる場合
③ 屋内の場合*

*建物侵入損補正=20.1dB
(ITU-R P.2109, @28GHz, Traditional 

building, p=50%条件相当)

アンテナ高補正
基地局の空中線地上高補正；
30m未満の場合には30mとする。

-

電波法関係審査基
準訓令(案)*規定

別紙2,第2,1別紙(19)-1 別紙2,第2,4 別紙(17)-1 別紙2,第2,4 別紙(16)-1

*:電波法関係審査基準の一部を改正する訓令案 (2019.10.8)
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自営等BWA (ローカル5Gアンカー用)エリア算出式と適用条件(案)

1. 基地局を屋内に設置する場合の補正
◼ 基地局アンテナを屋内に設置し、専らその同一構内をカバーエリアとする場合には、建物進入損

(15.3dB*)を加えた伝搬損失を適用する。[*ITU-R P.2109, Traditional building条件

@2.585GHz,p=0.5]

2. 基地局アンテナ高補正
◼ 基地局アンテナ高(Hb)が30m未満の場合を含めたエリア算出用に以下の拡張秦式を適用する。
伝搬損失Lは拡張秦式を基礎として算出することとし、以下の式で算出する。[特に記載のない変数は「電波法関係審査基準訓令改正(案)」に準ずる。]

L＝LH(dxy [km])  [dB]

= 20log10(4π×(1000*dxy)/λ [m])+ R - K ・・・ (1) [dxy ≤ 0.04kmの場合]

= 46.3＋33.9log10(2000)＋10log10(f／2000)－13.82log10 (max(30,Hb))

＋［44.9－6.55log10(max(30,Hb))］(log10(dxy))
α－a(Hm)

－min(0,20log10(Hb/30) + R - S - K ・・・ (2) [0.1km ≤ dxy の場合]

= LH(0.04)+log10(dxy/0.04)/log10(0.1/0.04)×{LH(0.1)-LH(0.04)} ・・・ (3) [.04km < dxy <0.1kmの場合]

※なお、(2),(3)で得られる伝搬損失Lが(1)よりも小さな値の場合Lは(1)の値に変更する。

Hb [m]；基地局の空中線地上高。ただし、30m未満の場合には30mとする。

S [dB]  市街地 ⇒ S=0, 郊外地 ⇒ S=12.3, 開放地 ⇒ S=32.5

R [dB] 基地局を屋内に設置して専らその同一構内をカバーエリアとし、屋外のエリアで受信する場合 ⇒ R =15.3, 左記以外の場合 ⇒ R =0
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自営等BWA (ローカル5Gアンカー用)エリア算出式(案)

(注) 伝搬損失Lは拡張秦式と勧告ITU-R P.1209の建物進入損を基礎として算出すること
とし、以下の式で算出する。

① 市街地(都市の中心部であって、・・・）
L＝LH(dxy [km])  [dB]

= 32.44 + 20log10(f)+10log10{(dxy
2)+(Hb-Hm)2/106}+ R – K

・・・ (1) [dxy ≤ 0.04kmの場合]
= 46.3＋33.9log10(2000)＋10log10(f／2000)－13.82log10 (max(30,Hb))

＋［44.9－6.55 log10(max(30,Hb))］(log10(dxy))
α－a(Hm)－b(Hb)

+ R –S – K ・・・ (2) [0.1km ≤ dxy の場合] 
= LH(0.04)+{2.51×log10(dxy)+3.51)}×{LH(0.1)- LH(0.04)}

・・・ (3) [0.04km < dxy <0.1kmの場合]
※なお、(2),(3)で得られる伝搬損失Lが(1)よりも小さな値の場合Lは(1)の値に変更する。

f(MHz)；使用する周波数。
dxy(km)；基地局と伝搬損失を算定する地点との距離
Hm(m)；移動局の空中線地上高。第2項の定めるところによる。
Hb(m)；基地局の空中線地上高。ただし、30m未満の場合には30mとする。
α；遠距離に対して考慮する係数であり、下記による。

a(Hm)；移動局高に対して考慮する補正項であり、下記による。

大都市；市街地のうち特に大規模な都市の領域であって、おおむね5階建て以上の建物が
密集した地域

中小都市；市街地のうち、大都市に相当する地域以外のもの

b(Hb )；基地局高に対して考慮する補正項であり、下記による。

𝑏 𝐻𝑏 = ቊ
20 𝑙𝑜𝑔10 𝐻𝑏/30 ; 0 < 𝐻𝑏 ≤ 30

0; 30 < 𝐻𝑏

R [dB]; 基地局を屋内に設置し、専らその同一構内をカバーエリアとする場合の
補正項であり、下記による

基地局を屋内に設置し、伝搬損失を算定する地点が屋外の場合; R =15.3
上記以外の場合; R =  0.0

S [dB]; 市街地、郊外地、および、開放地に対して考慮する補正値であり、下
記による。

市街地; S=  0.0
郊外地; S=12.3
開放地; S=32.5

市街地; 都市の中心部であって、2階建て以上の建物の密集地や、建物と繁茂
した高い樹木の混合地域など

郊外地; 樹木、家屋等の散在する田園地帯、郊外の街道筋など移動局近傍に
障害物はあるが密集していない地域

開放地; 電波の到来方向に高い樹木、建物などの妨害物がない開けた地域で、
目安として前方300～400m以内が開けているような畑地・田地・野原
など

K；地形情報データにより算入し難い地形の影響等の補正値であり、通常は0と
し、地形水面の反射、小規模の見通し外伝搬の影響等を特に考慮する必要の
ある場合に算入する。

② 郊外地 (樹木、家屋等の散在する田園地帯、・・・) L=LH-12.3
③開放地 (電波の到来方向に・・・) L=LH-32.5
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【付録】 建物進入損についての考察
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自営等BWA無線局の免許申請におけるエリア算出(建物進入損)について

◼ 自営等BWA無線局(劣後)の免許申請におけるエリア算出の目的は、

地域BWA無線局(優先)とのエリア重複確認であること、

◼ 特にローカル5G無線局(28GHz帯)のアンカーとして自営等BWA無線

局を設置する場合、その主たるカバーエリアは同一構内にある屋内の

ローカル5G無線局(28GHz帯)のカバーエリアに重なること、

以上の点を踏まえ、下記の算出方法を用いることが適切と考えられる。

1. 建物構造は一般に複雑なことから，過大または過小なエリア算出を

避けるため、建物近傍路上(Aout)における受信レベル分布の50％

値と建物内(AIN)レベル分布の50％値との差を侵入損とする

統計的な中央値(メジアン)を適用した方法を用いる。

2. 個別の建築物の外壁組成情報、Aperture情報(窓の位置等)など

に依存しない汎用(‘site-generic’)で平易な算出手法による。

AIN

Aout

Ref: “Effects of building materials and structures on radiowave propagation above about 100 MHz”, ITU-R P.2040-1 (2015)
[※図中の着色部分は本資料作成者による補足の追記] 

Definition of building entry loss: Building entry loss is the additional loss 

due to a terminal being inside a building.

Definition of (e.g. wall) penetration: Signals outside a building enter an 

enclosed building by penetration mostly through walls. Wall penetration can 

also refer to the penetration through partitions inside buildings. Inside

buildings, wall penetration loss is the difference between the median of 

the location variability of the signal level on one side of a wall, and the 

signal level on the opposite side of the wall at the same height above 

ground, with multipath fading spatially averaged for both signals. It can be 

considered as the transmission loss through a wall.
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ITU-R P.2109による建物進入損の算出 (1/2) 

◼ Not site-specific, and is primarily intended for use in sharing and compatibility studies.

◼ Sharing studies carried out by ITU-R on different agenda items of WRC-19 were based on the text of ITU-R P.2109 

which was inforce at the time of these activities or at the time which the activity was carried out.

◼ The Annex (in ITU-R P.2109) provides a model for building entry loss (BEL) as defined in Recommendation ITU-R 

P.2040. 

NOTE – Building types referred to in this Recommendation should be considered carefully.

◼ The model is based on the measurement data collated in Report ITU-R P.2346 in the range 80 MHz to 73 GHz. 

The model can be used within a Monte Carlo method, but it should be noted that the model has only been 

validated against empirical data over the probability range 0.01 to 0.99.

◼ Parameters 

• frequency (~0.08-100 GHz); [→ 2.585GHzで算出]

• the probability with which the loss is not exceeded; [→ p=0.5で算出]

• building class (‘traditional’ or ‘thermally-efficient’); [→ ‘traditional’で算出]

• elevation angle of the path at the building façade (degrees above the horizontal). [→ 0度(水平方向=最小損)で算出]

Ref: “ Prediction of building entry loss”, ITU-R P.2109-1 (2019-08) 
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ITU-R P.2109による建物進入損の算出モデル (2/2)

Ref: “ Prediction of building entry loss”, ITU-R P.2109-1 (2019-08) 
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建物侵入損 (ITU-R P.2109)
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【考察】屋内における伝搬特性(屋内の遮蔽物による減衰)

「広帯域移動無線アクセスシステムの高度化に関する技術的条件」(2013年)

◼ 屋内における遮蔽物による減衰
右記(表 参2.3-1 建築材透過損)の出典(文献1)では、
屋内伝搬の「(2) 短区間中央値」に関する説明の中で、
(木造住宅における)屋内伝搬を光学幾何的に(レイトレーシ
ングで)解析する際の建築材の透過損の例として記載(次頁
参照)。

→ 個別の建築物の外壁について透過損を得るためには、
外壁の素材構成にあわせた透過損の積算結果を適
用することが適切と思われる。
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【参考】屋内における伝搬特性(建物進入損)

文献*1: 進士「無線通信の電波伝搬」(p.241, [2版]1993年)

・・・中略・・・

・・・中略・・・

◼ 建物進入損(文献1 )
(3) 建物進入損
• 建物近傍路上における受信レベルと建物内中央部に
おける受信レベルとの差を侵入損(penetration 
loss)という。

• 建物構造が複雑なため，場合によっては(建物近傍
の)路上におけるレベル分布の50％値と建物内レベ
ル分布の50％値との差を侵入損という場合もある

• (建物)侵入損はビルの大きさ，構造により変化する
が，都内における測定結果によれば，その平均値は
20dB程度である。
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【参考資料】
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[参考] 伝搬損算出式と適用条件
拡張秦式 ITU-R P.1411-10 (08/2019)

伝搬路条件 Over roof top Over roof top Below roof top

伝搬環境
①市街地
②郊外地
③開放地

Suburban
Site-general 

model,
LOS, NLOS

Direct wave 
dominant 

region

Reflected wave 
dominant 

region

Diffracted wave 
dominant 

region

送受信間距
離

[0.1km] ～100km 10 m ～ 5,000m ～3,000 m

周波数 30MHz～3GHz 0.8～38GHz 300MHz～3GHz

基地局ANT
高

～200m
h1: 4～50m (=hr+Δh1[1～100m])

h2: 1～3m (=hr-Δh2[4～10m], Δh2<hr)

1.9～3.0 m

移動局ANT
高さ

～200m 1.9～3.0 m

電波法関係
審査基準

(案)* 

別紙2 第2 4 (17) 自営
等BWA [2.5GHz帯],

別紙(17)-1 5

別紙2 第2 4
(16) ローカル5G [28GH帯] 別紙(16)-1 5

-②見通し
③屋内(見通し +

建物通過損
(=20.1dB 
@28GHz,
Trad. BLDG, 
50%値)

- ①屋外見通し外
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*:電波法関係審査基準の一部を改正する訓令案 (2019.10.8)

13



Copyright 2020 FUJITSU LIMITED

[参考] 拡張秦式による伝搬損算出例(@2,585MHz)
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[参考] 拡張秦式

「第４世代移動通信システム(IMT-Advanced)の技術的条件」 平成25年度 情通審 携帯電話等高度化委員会報告
(原典: M.Hata, “Empirical Formula for Propagation Loss in Land Mobile Radio Services”, IEEE Trans. on VT, vol.VT29, No.3, pp.317-325, Aug. 1989)
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